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1.開題

　立法・行政を通じた労働・生活両面での広範な国家介入を特徴とする現

代福祉国家が，近代社会の根幹をなす私的自治原理に立脚していることは，

第２次世界大戦後の旧西ドイツの主流派憲法論が，「社会国家原理」に対

する「法治国家原理」の基礎的優位性を一貫して強調してきた点に示され

ている。「法治国家原理」なるものが，私的自治と私的所有制とに依拠し

た資本主義経済秩序に対する正純化機能を絶えず発揮してきたことは，紛

れもない事実であるとしても，「法治国家原理」における形式性とは，本

来，西欧的市民革命に史的起源をもつ普遍的自由の理念，あるいは理性主

義的「人格性」など，市民的自由主義－ドイツ語圈でいえばカントの

　「公民社会」像-の所産としての当為（近代自然法的要請）に律せられ

た，目的・手段の体系をいうはずなのである。したがってそのかぎりでは，

当為や価値規範を離れたたんなる実定法至上主義としての法実証主義は，

法治国家概念の空洞化を示すものにほかならない。

　法治国家思想が，18世紀以来のドイツ国制史に深く規定されたドイツ

型ブルジョア自由主義にとっての一貫した思想装置として，形成され展開

をとげる歴史の中で，とくにローベルト・フォン・モールが占める独自の

意義は，その実定行政法学的法治国家論の全体を，諸個人の能力の全面的

・自主的開展(Ausbildung)という，すぐれて近代個人主義的・理性主

義的・新人文主義的な人間生活の最高規範で貫き通した点にある。モール

は個人・国家関係を明確に目的・手段関係と位置づけ，この明快な一点に

おいて，私的自治原理と，法治国家の近代自由主義国家としての特性とを
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確定するとともに，法治国家の目的を，私的自治にとっての障害物の除去

に求めることで，国家干渉の補助性原理を，しかも補助的干渉の外延的広

がりには制約を設けない形で，定立した。諸個人の生活目的から出発した

モールの法治国家論とその自治助成的国家干渉論は，カントから継承され

た理性法論を立憲主義的に育成した西南ドイツ初期自由主義の市民社会的

風土のなかで，初期立憲主義がまさに定着しつつあった時代，法実証主義

が拡張し始める直前の，その束の間の一瞬にこそ成立しえたものであった。

まもなく，目的因や価値規範を排除して「法律学的」・没政治的に，行政

の適法性原則へ特化する公法実証主義の優位化とともに，法治国家概念は，

ドイツ第二帝制の「法律国家」化と，そのもとでの資本主義的発展との，

現状追認的支持物へと退化してゆく。

　しかしひるがえって，ドイツにおける社会国家的状況，労働と生活への

広義の福祉政策的・社会政策的国家干渉の進展が，現実制度として，とり

わけビスマルク社会保険立法を通じて，明瞭な姿を見せ始めるのは，ほか

ならぬ第二帝制期である。このとき，西南ドイツ初期自由主義を母胎とす

るモールの法治国家論は，ドイツの統一と工業化の躍進，近代的賃金労働

者階級のカテゴリカルな成立の局面で，すでにその歴史的役割をひとまず

終えていた。18世紀初頭以来，ドイツ旧自然法思想と広義の官房学（国

家行政管理の技術体系）とを源泉とし，国家目的論と行政体系論とをもっ

て領邦国家体制を支えてきた伝統的な国家学の発想と方法は，いまや北ド

イツを中心に広まった概念構成論的・没倫理的な近代法律学と「法科万能

主義」によって劣勢に立だされるに至っていた。法目的と福祉目的とを包

摂したモールの旧国家学的な国家目的論，その意味でモールのいう「法治

・ポリツァイ国家」論を，産業主義の新時代に実質的に継承しえたのは，

実証主義化した法学ではなく，もともと旧国家学に起源をもつ，新しい学

問としての広義の経済学，すなわち，国民経済学，経済政策学および行政

学，並びに財政学，以上のすべてを相互不可分的に射程に収めた政治経済
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学であった。しかし，市民的自治を補完するための広義の福祉政策的な国

家干渉体系を国家目的論的に基礎づけたモールの課題意識を，政策学的に

継承するには，国家目的論だけではなく，それを包含した固有の意味での

国家論が不可欠であり，したがって政治経済学一般ではなく，国家論を不

可欠の構成要素として包摂した政治経済学でなければならなかった。

　この点，きわめて示唆的なのは，ハイデルべルク大学の学生としてモー

ルに学んだことのある，べルリン大学の国家諸科学の教授アードルフ・ヴ

ァーグナー（1835-1917）が，1876年に，同じくかつてハイデルべルクで

師事した亡きカール・ハインリヒ・ラウ（1792-1870）の『政治経済学教

科書J Lehrbuch der politischenｏｅｋｏｎｏｍｉｅの第１巻の新訂版（ヴァー

グナー自身による全面改稿版Allgemeine oder theoretische Volkswirth-

schaftslehre)を出版した際，法目的に限定した「法治国家Rechtsstaat」

の限界と，福祉目的をもあわせもった「文化・福祉国家Cultur- und

Wohlfahrtsstaat」の必然性とを論じていたことである。ヴァーグナーが

ここで用いた「福祉国家」という術語は，啓蒙絶対主義期の旧福祉国家と

は区別される立憲割下のドイツにおける近代的な意味での使用例としては，

最初期に属するものであり，本書はまずその点で注目に値する。しかもい

っそう留意されるのは，次の点である。すなわち，本書はヴァーグナーの

経済学上の主著Grundlegung der politischen Oekonomie （全２部・３巻，

Teil 1,1892/93, Teil 2，1894）の初版（全１巻）に相当し，ドイツにお

けるアダム・スミスの経済学の最大の普及者であった恩師ラウから，ヴァ

ーグナーが経済学原理の面で最終的に離反するに至ったことを，みずから

公式に宣言した書であった。ヴァーグナーは1835年３月25日，エアラン

グンで，生理学の教授の長男として生まれ（母親も医師の家系），５年後

に父ルードルフのゲッティングン大学への移籍に従ってのち，1850年代

中期の修行時代に，法学を修めつつ，ハイデルべルクでは同郷エアラング

ン出身のラウから，またゲッティングンでは，ラウの弟子ゲオルク・ハン
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センからも，それぞれ古典派経済学を学び，若き貨幣・金融学者として出

発した。そしてヴィーンの商業アカデミー（1858-63）を振り出しに，ハ

ムブルク（1864），ロシア領エストニアのドルパト（1865-68），フライブ

ルク（1868-70）を経て，1869年にベルリンからゲッティングンに戻った

ハンセンの後任として，70年にベルリン大学の教授になっていたのであ

ったが，ヴァーグナーは本書において，「ラウは国家を国民経済学の観点

から原理的に考察することをどこにも行っていない」1）と批判し，「強制的

共同経済」制度としての国家の，法目的・福祉目的の両面での広範な活動

を，経済学原理の中に独自に位置づける新見地を示すのである。

　国家社会主義者として知られるヴァーグナーには，アードルフ・シュテ

ッカーとの交流に示されるルター派キリスト教の社会倫理の魂が宿ってお

り，国家を人間の利己心の外からの矯正者とみる倫理的国家観が，「講壇

社会主義者」のなかでも特異に急進的なヴァーグナーの国家介入論の，一

つの精神的背景をなしていた。しかし，こうした「上から」の国家社会主

義的志向が鮮明化するのは主に1870年代末以降のことであり，ここでは

立ち入らない。本稿では，本来自由主義経済学の中で育ったヴァーグナー

が，新ドイツ帝国成立期にラウの世界から離脱して，国家論を枢要な論点

として含む政治経済学の基礎理論書として，上記の主箸初版本を生み出す

に至るまでの基本的・方法論的経緯に焦点を定め，これを同時代人との交

流の一端の内にあとづけることによって，ヴァーグナーの政治経済学原理

における福祉目的国家論の出立点を，展望的に探索することにしたい。

2.ラウからの離脱

　1876年の前掲の主著初版本の出版に先立って，ヴァーグナーは，経済

学・経済政策・財政学の三部からなるラウの『教科書』中の，財政学部分

の前半部の改訂版を，すでに1872年に出版していた。しかし，他方での

　「社会問題」への取り組みは，本来の意味での国家論を欠いた，基本的に

　　　　　　　　　　　　　　－162 －



は自由主義的なラウの競争経済秩序像に対するヴァーグナーの根本的な疑

念を，もはや不可逆的なものにしていた。この点での重要な里程標の一つ

は，1871年10月12日にベルリンの一教会における福音派集会でヴァー

グナーが行った「社会問題講演」である。この講演は，自由主義経済学へ

の批判を経済学の倫理化の方向で展開し，社会改良主義の路線の宣明によ

って，すでに実質的に始まっていたドイツ経済学の歴史的旋回を有力に促

進することになったものにほかならない。このときヴァーグナーは36歳，

新生ドイツ帝国の首都の公論の中へのデビューであった。

　　「マルクスやラッサールのような人物」が行っている「現在の経済組織

に対する社会主義的批判に，人は多くの点で同調せざるをえないのであ

る」2）という，プロイセン国家官吏たるベルリン大学教授の発言としては過

激ともとれる表現を折り込みつつ，ヴァーグナーの講演は，「社会問題を

正しく取り扱うために，経済学は再び倫理的学問の特性と意義とを獲得し

なければならない」３）,との主張を骨子としており，「経済諸関係の形成に

対する個人・社会・国家の倫理的責任の理念」，国民経済における「倫理

的要素の強調」1）を，とくに「社会における上層の，裕福で教養ある階級に

対する広範囲の諸要請」5）として展開した。したがってそれは，上層階級に

向かっての啓蒙的改良主義であり，のちの国家社会主義の立場，すなわち

社会改良政策の任務担当者として国家を正面から定立して巨大私企業の国

　（公）有化・公共福祉政策的国家諸規則・社会政策的租税政策の３面から

国家干渉を必要視する立場には，まだ至っていない。この講演でヴァーグ

ナーが提起した改良策は，1.賃金の引き上げと労働時間の短縮，2.疾病

・廃疾・老齢に対する保障と寡婦・孤児の扶助，3.工場立法（児童・女

子の就労，労働環境，労働災害補償，トラック・システムの禁止，工場児

童の就学，休日労働の禁止等にかんする諸規定),4.消費組合の奨励と住

宅の改善，5.「下層階級の精神的・道徳的・宗数的向上」のための強制的

な国民教育施設，6.租税改革（累進課税，相続税の引き上げ等）の６項
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目であったが，明確な国家強制が想定されていたのは３・５・６の３項目に

とどまっていた6）。しかしこの講演において，ヴァーグナーは，社会主義

的勢力からの批判に対する［レッセ・フェールの原理］の無力な状況を，

「経済学という学問は現在大いなる危機の中にある」7）ととらえ，「自由競争

の制限」とツンフト強制への復帰を願望する「反動的退化策」でもなけれ

ば社会主義的な「急進的転覆策」でもない，第三の「改良策Reformplane」

として，上記６項目を提示したのであって，この点で，ヴァーグナーは，

依然として明白に「自由競争」の側に立ちながらも，これに労働・生活両

面で一定の修正を加えようとしていたといってよい。その「改良策」にお

いては，「現実という地盤，現存の社会組織・経済組織・私有財産制度が

承認され，当面の害悪に対する対策は改良Reformという方法，言い換

えれば，適切ないっそうの発展と，やむをえない場合には，現存するもの

の修正Modificationという方法に求められる」８），と。

　この現存秩序の根本的承認の上に立った，国家干渉を含む社会改良主義

の提唱は，もとよりヴァーグナーだけのものではなかった。その前年には，

グスタフ・シュモラーの『19世紀ドイツ小営業史』が出版されてお

り，1871年には，ラッサールと親交のあったグスタフ・シェーンべルクの

フライブルク大学就任講演『労働局－ドイツ帝国の一任務』や，ルーヨ

・ブレンターノの在英研究の成果『現代の労働組合』第１巻が公刊された。

のちにブレンターノは，当時を回想して，自由主義経済学からのヴァーグ

ナーの離脱が1871年頃であったことを示唆している。ブレンターノは,71

年６月のベルリン大学における自分の教授資格取得審査（提出論文は上記

のDie Arbeitergilden der Gegenwart, Bd. 1.）に際して，前年にフライ

ブルクからベルリンヘ招聘されて着任していたヴァーグナーが審査報告者

となったときの情景を，つぎのように記している。学部長の主宰する審査

コロキウムが2～3週間後に迫ったある日，ヴァーグナーがブレンターノ

を突然訪れ，口頭試問の題目が，事前にブレンターノが提案していた３題
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のうちの「賃金上昇にかんする学説」（とくに賃金基金説の当否）に決定

したことを告げたうえで，「わたくしはこれまで，本質的には銀行・財政

制度しか研究しておらず，統計学にかんする一書と土地所有制度の廃絶に

反対する一書を書いただけである。あなたは長年，労働者問題にかかわっ

てきた。それと不可分の理論的諸問題については，わたくしは不案内であ

る。しかも，当学部での初登壇になるのはあなただけではなく，わたくし

も初めてである。あなたの考えていることを知っておくことが，わたくし

にとって重要だと思う。」９）と訪問の趣旨を述べて，その後両者は，この題

目内容について２時間以上にわたって激しく議論した。その後ブレンター

ノは，コロキウム審査に合格して私講師に任用され，10月のヴァーグナ

ーの「社会問題講演」へと続く。ブレンターノの述懐に従えば，ヴァーグ

ナーは「わたくしの教授資格取得後に，自分の研究領域を貨幣および銀行

制度から，また財政問題から，社会諸問題へと拡張し，［「社会問題講演」

の時点ではすでに］マンチェスター主義のサウロから国家社会主義のパウ

ロになっていた」10），ということになるのだが（ヴァーグナーのこの<回

心〉の実際の経緯と背景については後述），少なくとも［社会問題］が時

代の問題として，労働運動の世界のみならずすでに大学をも席捲しつつあ

ったのである。ヴァーグナーの「社会問題講演」の２ヵ月後に，「講壇社

会主義者」の名付け親として知られる穏健自由派ハインリヒ・べルンハル

ト・オッペンハイムの論説「マンチェスター学派と講壇社会主義」が公表

され，翌72年春のオッペンハイムとヴァーグナーとの論争を含めて，70

年代後半まで「講壇社会主義」論戦が繰り広げられることになる。この間，

シュモラーの開会の辞で始まるアイゼナハでの「社会問題討議会」は1872

年の10月，「社会政策学会」の成立はその１年後のことであった。利己的

経済学から倫理的経済学へ，利己的階級利害から全体福祉へ，これが新時

代の経済学の掲げた最大公約数的スローガンであった11）。

　　「社会問題討議会」のための準備会合となった1872年７月のハレでの
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初会合を呼びかけたのは，ほかならぬヴァーグナーである。かれは,Ham-

burger Correspondent誌の編集者ユーリウス・エッカルトからの要請を

受けて，「マンチェスター主義者たちの暴虐から自由になるよう，中規模

の新聞雑誌を勇気づける」ことを念頭に，「社会問題および国民経済に対

する考え方について，ごくわずかな主要点で一致してさえい」れば，政治

的立場を超えて広く同志を募り，「当面の目標と戦術」を話し合うための

　「私的な集会」をもつことを計画した12）。そして，エルンスト・エンゲル，

ルーョ・ブレンターノ，ヘルマン・シュヴァーベ，ローレンツ・ナーゲル，

ヘルマン・シューマッハ一一ツァルヒリン，グスタフ・シェーンベルクお

よびエルヴィン・ナッセの賛同を得，さらに，「いま，ナッセ，［アード

ルフ・］ヘルト，［ョハネス・］コンラート，［ハンス・フォン・］シェー

ル，［ローベルト・］ヤナシュ［フリードリヒ・アルベルト・］ランゲ，

　［ョーハン・カール・］ロートベルトゥスに，［勧誘の］手紙を書いてい

ます。もしかするとマックス・ヒルシュ等にも書くかもしれません」と，

シュモラーに書き送って集会への参加を促し，「ハンセン，ロッシャー，

クニース，ヒルデブラントら長老諸氏に要請すべきかどうか，わたくしに

はまだはっきりとはわかりません。しかし，長老諸氏の伝統的な臆病さの

ために肘鉄を食らう覚悟をしてはいますが，やはりかれらに誘いをかけよ

うと思っています」13）と付言した（1872年５月20日付，ヴァーグナーのシ

ュモラー宛の書簡）。

　こうしてみずから転轍機の役割の一端をすぐれて実践的に担ったドイツ

経済学界における歴史的な大転回の過程で，ヴァーグナーはラウの『教科

書』の改訂作業を続行すること（当面の課題としては財政学部分の後半部

の出版）に対して，ますます内面的な困難を感じるようになる。社会政策

学会との関係では，上述のように当初学会設立に向けて実質的にイニシア

ティヴを発揮したのはヴァーグナーであったにもかかわらず，早くも「社

会問題討議会」の時点以降，自由主義勢力に対して妥協的なシュモラーに
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主導権が移り，加えて，1875年10月10日の社会政策学会アイゼナハ大

会において，ロートべルトゥスがルードルフ・マイヤーと連名で，後者に

委託して提出した，ビスマルクの指導性に期待を寄せる国家介入要請動議

　（すなわち，「現下の経済恐慌」と，それに対する従来の「姑息な手段」

の限界，「労働者並びに企業家の安寧と利益」，さらには「世界市場と国内

市場との現状」下で「なお躊躇しつづける」ことがもたらす「わが祖国」

にとっての「危機」，以上の４点に鑑みて，「ドイツの産業並びにそれに関

与している企業家と労働者に対して」，「世界市場における競争力と国内市

場における社会的平和とを確保するための唯一の手段と思われる」ところ

の「保護を与える」よう，「帝国宰相閣下に懇請することを，本会議は決

議したい」，という趣旨のもの。起草者ロートべルトゥスは，国家社会主

義的見地から「わが国民経済に,よりいっそう国家経済的性格を付与する」

ことを企図して，「今日の工業恐慌に対するなんらかの保護策を講じるた

めの国家の干渉」を，包括的・抽象的な表現で要請しようとした）14）が，

ブレンターノ，アードルフ・ヘルトら自由派の反対で結局否決され，翌76

年にはマンチェスター派の機関「ドイツ国民経済家会議」と学会との融和

と交流が進展するなど，学会における自由主義的傾向の優位化か進行した。

これに対して，学会設立の本来の趣旨と，みずからの社会政策的国家介入

必要論の原理的立場とを重視したヴァーグナーは，学会の中でますます孤

立し，1875-76年の冬には学会の「会議」との組織的提携方針に反対して，

学会内委員を辞任した15）。この間に，むしろみずからの経済学の原理的基

礎づけに力を注ぎ，上記のラウの『教科書』のうち，懸案になっていた財

政学の後半部（全６巻中の最後の巻）ではなく，第１巻（経済学の一般理

論に相当する部分）の全面新訂版が生まれ出るのである。

　この間の学同上の内面的経緯について，ヴァーグナー自身の言葉に耳を

傾けよう。すなわち，財政学研究を進める過程で，「少なくとも財政学第

２巻の主要対象である租税論は，政治経済学全体の一般諸原理をもっと深
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く論じることなくしては，自分の学問的確信にふさわしいやり方で取り扱

うことはできないということが，ますますはっきりとわかった。」「租税政

策において，わたくしは２つの観点を一貫して区別し始めた。すなわち，

１つは『純粋に財政的な』観点であり，この観点のもとでは国家需要の充

足が第１の課題であるが，現存の所得・資産諸関係は極力完全に維持され，

したがって均等比例的（定率）課税の理論が帰結される。第２は『社会的』

もしくは『社会政策的』観点であり，この見地からみれば，課税は，現存

の所得・資産諸関係を，社会全体の公正と必要とに適したやり方で修正す

るための，原理的に正当な，実際的に重要な，そして比較的容易に，かつ

安心して処理できる手段であり，とりわけ自由競争の制度の帰結や，景気

変動に伴う利得・地代収入等，たんなる所有権に由来する収入の帰結に対

して，これを修正する手段となる。したがって，この観点からは，税の累

進制の理論，すなわち累進所得税，適切に整備された取引税制度，包括的

な相続税といった要請が導き出される。しかし財政学自体において問題と

されるのは，本来，これら［２つ］の観点の財政技術的諸結果だけである。

これらの観点の根拠づけは，政治経済学の最高の最も一般的な諸原理のな

かに存している。財政学の研究をさらに前進させるためには，わたくしは

この諸原理の究明と確立とを先行させることを不可避的に余儀なくされた。

というのも，この［諸原理の］点で，わたくしはラウから本質的に離れ，

したがってラウの教科書の理論的部分をたんにそのまま参照すればすむと

いうわけにはゆかなくなったからである。」16）

　　「わたくしは，まさに重大な国民経済学上の原理問題の点で，ラウの属

していた旧スミス学派から，ドイツの経済学者の大多数と同様に自分を分

け隔てている溝が，ますます大きくなってゆくことをはっきりと感じた。」

　「わが尊敬する師ラウの著作［『教科書』］の全体を改訂することに手を染

めるべきか否かについて，わたくしは長い間決心がつきかねていた。」「わ

たくしはラウの直接の弟子であったし，かれから豊かな学問的助成と個人
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的思いやりとを受けている」から，なおさらであった。たしかに「ラウと

わたくしとの間の財政学における原理的立場の相違は，一般的理論的経済

学におけるよりもはるかに小さかった。しかしわたくし自身の学同上の進

展は，この相違を1870年以降，より本質的に拡大させていたのであって，

このことが，改訂の仕方にますます決定的な影響を及ぼさざるをえなかっ

たのである」17），と。

　こうしてラウの『政治経済学教科書』（第１巻，1826年，第８版，1869

年；第２巻,1828年,第５版,1862-63年；第３巻,1832-37年,第５版,1864

-65年；各最終版で各巻２部編成，全６巻）の新訂版作成の計画が構想さ

れ，ボン大学の国家諸科学の教授エルヴィン・ナッセの協力を得て（担当

は第４巻すなわち各論的な農工商業政策の部分），まずは第１巻がヴァー

グナーの単独著作として出版されたのであった。ナッセは，穏健な自由貿

易論者であり，1874年にルードルフ・グナイストの後任として「社会政

策学会」の２代目の議長に就任，90年に没するまでその職にあった（後

任はシュモラー）。ヴァーグナーの抑制的表現を借りれば，ナッセは「全

体としてラウの見解にわたくしよりいくらか近い。かれは，ドイツの社会

政策的国民経済学派のなかの，いわゆるドイツ自由貿易学派の右派と結ぶ

一翼に，わたくしはむしろ前者のなかの他方の一翼，すなわちロートベル

トゥス，ランゲ，フォン・シェールと同様に，国民経済問題における社会

法的要因をいくらか強調する立場にある」１８），と。ここでの「ロートべル

トゥス」や「社会法的要因」への言及は，すでに国家社会主義に傾斜した

みずからの立場をにじませている。しかしヴァーグナーは，ナッセとのこ

の相違は改訂作業上なんの支障もきたさないとし，ラウとの関係について

次のように総括した。

　「わたくしが政治経済学の最重要部分と考えるもの，まさに『基礎づけ

Grundlegung』が，ラウにあってはまだほとんどみられない」ことは重

大であるとはいえ，それをもって「ラウを非難するとすれば，それは愚か
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なことであろう。なぜなら，ラウの学同上の全盛期は，自由競争の理論と

してのスミスの経済学の基礎が，孤立した極端な敵対者を除けば，まだど

の方面からも疑いをはさまれてはいなかった時代に相当していたからであ

る。」「ロッシャーが言うように，ラウは『それまでドイツに存在していた

国民経済学上の洞察の一切の，百科全書的かつ実践的な総合』によって，

ドイツにおける政治経済学という学問の発展のために，また，幾重にも腐

朽した古い諸拘束からみずからを解放した自由な国民経済的実践の発展の

ためにも，画期的な不滅の功績をあげた。」「ラウは，われわれドイツの経

済学者のすべてにとって偉大な教師であり巨匠であったし，わたくしは全

個人的意味においても，このことを誰よりも率先して承認するものである。

しかしそれゆえにこそ，［およそ半世紀前の］ラウの著作に，形式・内容

ともいまなお丸ごと固執しようとすることは，必要でもなければ許される

ことでもないのである。」１９）

　これが，ラウを発展的に乗り越えようとするヴァーグナーの決意の言葉

であった。問題は，「社会主義的批判」に有効に耐えうるような政治経済

学の革新であり，そのための，財政政策を含む「社会政策的」国家干渉の

理論化であり，原理的焦点は経済学における国家論の「基礎づけ」であっ

た。後年（1882年）,シェーンべルクが編集し，ヴァーグナー，ナッセ，

ブレンターノらが執筆に参加した『政治経済学辞典JHandbuch der poli-

tischenOekonomie (Tubingen 1882,2 Bde.)を，シュモラーは，ラウの

焼き直しと批判し，ラウの経済学体系を，「技術的なドイツ官房学と抽象

的・ドグマ的なイギリスのいわゆる純粋経済理論との結婚によってできた

子供」２０）と揶揄して，自己の方法的視点を経済社会学的方向に定めてゆく

ことになるが，実際，自由主義者ラウもまたドイツ官房学の伝統の中に立

ち，農工商業政策を中心に国家政第の実践論を展開していたのであった。

そしてこの点は，ヴァーグナー自身もむしろ積極的に強調してやまないと

ころであった。1895年10月15日のベルリン大学学長就任講演『大学の
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経済学と社会主義』において，ヴァーグナーは，「わたくし自身の尊敬す

る個人的な師であるラウのような傑出した体系家たち」が練り上げた「ド

イツの経済学」が，「その良き旧き諸伝統に対してまったくの背信行為を

しているわけでは決してない」こと，「とりわけ諸大学においてはそうで

あること」を指摘して，言う，「ほとんど宗派的で不寛容ないわゆるドイ

ツ自由貿易学派の外側で，まさに官房学の伝統が後々までうまく作用を及

ぼし，おかげで歴史的経験や，国民経済に対する国家の機能に対して，注

意が払われつづけているのである」２１），と。ラウにおける，またドイツ講

壇の経済学における「官房学の伝統」を尊重し慶賀する立場において，国

家学の教授ヴァーグナーはまさしく官房学の嫡流であった。

　しかしいまや，「良き旧き」官房学の技術論で事足れる時代ではもとよ

りない。新帝国創立期に，ヴァーグナーをして，シュモラーのいうイギリ

ス流の「純粋経済理論」だけでなく「技術的なドイツ官房学」をも乗り越

えさせた視点は，何であったのか。この局面でヴァーグナーに強烈な，生

涯にわたる影響力を及ぼした人物は，まずロートベルトゥスであった。

3.ロートべルトゥスとの交流

　ヴァーグナーは，ロートベルトゥス没後３年の1878年に書かれた雑誌

論文「ロートべルトゥス論」（巻末に，最晩年のロートベルトゥスからヴ

ァーグナー宛の６つの書簡から計７箇所を抽出して併載）の中で，つぎの

ように述べている。

　「わたくしの記憶している限りでは，商業恐慌にかんする1858年の著

作が，ロートべルトゥスについてわたくしが知った最初のものである。わ

たくしは，まったくイギリスの自由主義経済学の精神の中で訓練を受けて

いたため，当時は専門家仲間の大多数と同様，あの著作をあまりよく理解

できなかった。のちに，『土地所有の信用窮迫』の場合は，わたくしにと

って事情はまったく異なっていた。ヒルデブラントの年報［Jahrbiicher
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fur Nationalokonomie und Statistik］に掲載されたロートべルトゥスの

諸論文は，もちろんわたくしの理解にすでにあらかじめ道を開いてはいた。

しかし，あの著作がはじめて，学術的作品としてはめったにないことだが，

わたくしに感銘を与え，支配的なスミスの経済学説に対するわが『ダマス

クス［回心］』を突如として生じさせた。それはあたかも眼から鱗が落ち

るようであり，わたくしにはそれまでの経済学が，既存の法を，何か当然

のことであって本質的には変更不能のことだと見なす一面性に陥っている

ことが，はっきりした。まだまったくスミス学派から発していた幾多の経

済学者だちと同様わたくしの場合にももちろん一長年専門分野で研究を

続けるのに比例してますますおびただしく一批判的な疑念が一つ一つ生

じていたのであったが，それらのすべてを束にしてよりも，この著作によ

っての方が，もっとはっきりとわかったのである。その時から，いま，よ

うやく10年たつかたたないかである。すなわち，ロートべルトゥスの信

用窮迫論の第１部は1868年に出版され，わたくしはすぐにそれを知った。

　『歴史学派』や多くの個々の教師の異なった見方があったにもかかわら

ず，50年代および60年代も半ばまではスミスの経済学がドイツの諸大学

でもいかにまだ支配的であったかということは，ドイツの新世代の経済学

者たちには，すでにもはやほとんど想像もつかぬことになっている。」し

かし「わたくしと同世代の人間」にとっては，「たとえばＧ．シュモラ

ーがそのドイツ小営業史の序文ではっきりと表明している」ように，「何

よりもまずスミス主義からおのれを解放しなければならなかった」のであ

り，「わたくしはこの点でとくにロートベルトゥスに感謝している」。「か

れに対するわたくしの大いなる学問的共感にもかかわらず，この間，わた

くしの研究テーマのゆえに，かれとのより親しい学問的交流にまではまだ

至らず，1871年の最初の個人的接触もまだ仮初めのものにとどまった。

社会問題および労働者問題のますます先鋭化しか形での抬頭，アイゼナハ

学会の設立のための努力，その他が，ようやくわれわれを親しく巡り会わ
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せた。しかし残念ながら，われわれの関係は何度も一時的に中断した。結

局わたくしは，農業会議での諸提議，並びに国民経済学の基礎づけにかん

する重要諸問題へのわたくしの取り組みを通じて，ようやく，しかし残念

なことには主として齢70歳の人物の生涯最後の年［1875年］に初めて，

ロートべルトゥスとの親しい文通と個人的交流を絶えずもつに至ったので

ある。」２２）

　ロートべルトゥスは，1805年，メクレンブルクのバルト海に面したグ

ライフスヴァルト（当時はスウェーデン領）に生まれ，父は当地の大学の

ローマ法の教授（父方の祖父は，再婚により商船経営に乗り出し，この系

譜は19世紀後半にそれをプロイセン有数の巨大商船会社に発展させた），

母方の祖父は，バーデン辺境伯カール・フリードリヒとの交流で知られる

ドイツの代表的フィジオクラット，ヨーハン・アウグスト・シュレットヴ

ァインである。ロートべルトゥスは，プロイセン三月革命期に，アウエル

スヴァルト内閣の文部大臣職ほか，自由主義左派（議会主義的憲法論）の

立場で展開した政治実践活動が，最終的に挫折してのちは，1836年以降

居を構えていたヤゲッツォ（ポムメルンのヤルメン近郊）の地所で著述に

専念，ラッサールとの交流も文通のみに終始した。しかし，この地で1875

年12月６日に死ぬまでひたすら隠棲したわけではない。ラッサール没後

まもなく，プロイセン・オーストリア両国の対立の激化の中で,1866年２

月には『北ドイツ一般新聞』紙上でビスマルク擁護・進歩党批判を展開し

て，統一を自由に優先させる立場に立ち，翌年２月の北ドイツ連邦国会議

員選挙に無所属で出馬（進歩党候補に破れる), 71年には，ブルーノ・ヒ

ルデブラントの推挙により，主に古代ローマ経済史にかんする研究業績に

対してイェーナ大学から名誉博士号を授与される一方，ビスマルクの内政

上の片腕ヘルマン・ヴァーゲナーを中心に，社会主義（労働者）と保守主

義（地主）との連携を志向する社会保守主義的政党を結成する計画に関与

　（しかし社会主義経済体制そのものに対する計画推進者たちの本質的無関
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心に幻滅して，まもなく撤退),73年末には，帝国議会選挙にラッサール

派に近い立場で立候補することも考慮したが，健康の衰えで断念した。

　また，1872年にドイツ農業者会議で，ロートべルトゥスは，国家規制

による農業労働者の賃金確保を企図して，社会保守派のルードルフ・マイ

ヤー，シューマッハ一一ツァルヒリンと連名で農業労働者状態調査委員会

の設置を提案（採択），他方，社会政策学会に対しては，これを反マンチ

ェスター主義の機関の誕生として，まずは歓迎した。アードルフ・ヴァー

グナーは，前述の72年５月20日付のシュモラー宛の手紙で説明していた

ように，来るべき「社会問題討議会」のための予備会議（ハレ）への参加

の呼びかけの一環として，６月16日付でロートべルトゥスに手紙を書き

　「シェーンべルク，わたくし，および若干の者は，あなたの社会政策的並

びに国民経済学的立場にますます近くなっていますが，他の者は確かにあ

なたから遠く隔たっています。しかしわたくしは，小異にかんしては主要

な一致点を忘れてはならないと思います。あなたのことを極端すぎると思

っている人たちも，あなたに対して最大の学問的尊敬の念を抱いていま

す」２３）と述べて，ハレ会議への出席の意向を打診した。これに対して，ロ

ートベルトゥスは，６月20日付のヴァーグナー宛の手紙で，「学問の世界

の人々が，えせ学問的な潮流に対抗して結集する」計画を率直に喜び，「バ

スティアの口真似でバシャバシャやっている連中が，バスティアの水をさ

らにますます薄めてきたのですから，かれらはもちろんすでにますます軽

いものになっています」，と述べる。しかし同時に，早くも新学術団体内

部の不統一性を予言し，「はっきり告白しますが，わたくしは，あなたが

たの結集点が，マンチェスタートゥムに対抗する一つの統一的な公然たる

証以上のものへ超え出ることができるとか，超え出てもよいとか思っては

いません。社会問題の点では，あなたがたはまだ一つにまとまらないでし

ょうし，まとまれないでしょう。せいぜいのところ，分離しないように一

種のモザイク・プログラムを描いて，それに各人がそれぞれ都合よくあわ
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せる，といったことになるのでしょう」24）と，設立準備中の学会に対して

突き放した見方を示す。そして，その３年後に国民経済家会議との交流と

いう形で現実のものとなる学会の微温的な，自由主義との妥協性をも，そ

れから間もない72年10月6～7日の「社会問題討議会」（アイゼナハ）の

成行きからすでに察知して（但し，ロートべルトゥス自身は「討議会」に

参加していない），その直後の10月17日付のマイヤー宛の手紙で言う，

　「あなたがた両名［マイヤーとアードルフ・ヴァーグナー］だけが，アイ

ゼナハ会議に塩を与えました。その他の者は，グナイスト，シュモラー以

下，全員，純然たる砂糖水の社会主義Zuckerwasser-Socialismusなの

です！」２５），と。さらに実践面でも，ロートべルトゥスは労働者保護にか

んする国家規制を念頭に，２度にわたって（72年はマイヤーとＨ．ヴァ

ーゲナー経由で，75年は病床から，既述のようにマイヤー経由で）学会

に動議を出したが，いずれも否決された。

　ロートベルトゥスが晩年に試みた政治・学界活動のこうした挫折と孤立

は，結局個人的文通にしか頼れなかった，在野の思想家の置かれた厳しい

立場を示唆しているが，いっそう基底的には，当面の資本制下での社会改

良を国家介入に強く期待しながらも，「社会主義」という目標を，人間の

歴史的進歩と労働価値論にもとづく経済理論との必然として，終生掲げつ

づけたロートべルトゥスの，特異に重層的な思想構造に，その孤立は起因

していたと考えられる。かれはすでに1839年の『労働階級の諸要求』に

おいて，社会的労働の生産性の上昇に対する，賃金分配分の（土地・資本

の各所有者への分配分に比しての）相対的低下の法則を唱え，スミスの体

系を有産者の専制と批判，生産性の進歩に労働階級を与らせるために，労

働を基準としたすべての財の国家による価値決定と，労働貨幣の導入とを

展望していたから２６），ロートべルトゥスの経済理論は，当初から，労働概

念を基軸として社会主義（平等社会）と国家主義（権威主義的干渉国家）

との両面を指向する点で，ヤーヌス的であった。
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　ヴァーグナーが1878年の前掲「ロートべルトゥス論」において，「ロー

トベルトゥスは今日でもなお，世間によく知られた学者の名前ではまった

くない。」「専門の学界の中でロートべルトゥスが注目され評価されること

が今に至るまで依然として比較的少なかったことは，わたくしからみれば

はるかに異様なことである」２７），と述べているように，その「科学的社会主

義」の経済理論の当否や国家社会主義的な政策帰結の性格づけなどをめぐ

って毀誉褒貶が繰り広げられるのは，主にむしろ死後の約15年間のこと

である。ヴァーグナーは，すでにみたように，1870年以降「社会問題」

に本格的に目覚めて自由主義経済学と訣別する。「僕は社会民主主義者た

ちのたわごとを，自分の信念に従って論難しているけれども，僕の気持ち

としては，本来，［マンチェスター派の］『国民経済家たち』よりもこれら

の社会主義者たちの方に近いし，まさしく法制史的研究をしたいと思って

いる。というのも，あらゆることの頂点は所有概念の改革にあるというこ

と，これは紛れもないことなのだから。」28）1870年末の弟ヘルマン宛の手

紙で，こう述べていたヴァーグナーにとって，すでにロートべルトゥスは

深い共感の対象となっていたといってよい。翌71年の末には，ロートべ

ルトゥス宛の手紙で，ヴァーグナーは，前者の上掲著書『信用窮迫』に対

する立ち入った論評という自分の課題が，ラウの『教科書』の新訂作業に

追われて，いまだに達成されていないことを詫びつつ，２ヵ月前の「社会

問題講演」の冊子を同封・贈呈して，「そこに述べられておりますいくつ

かの見解の点で，あるいはもしかしたら基本見解自体でも，われわれが一

致していることを期待しております。わたくしの高く評価しておりますあ

なたのお仕事に照らして，そのことを，少なくとも推測致したく存じま

す」29）と述べ，世間からさまざまに誤解されうることも承知で講演を引き

受けたのだから，決して後悔していない，と告げている。翌72年６月に

は，社会政策学会の設立に向けた両者の間での上述の手紙のやり取りがあ

る。そしてその後，自由主義的傾向を強める学会が次第にヴァーグナーの
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意に満たぬものとなってゆくのに反比例して，かれはむしろ，マイヤーら

と並んで，晩年のロートべルトゥスの数少ない個人的な文通相手の一人と

なる。ロートべルトゥスは，75年10月10日の社会政策学会大会にマイ

ヤー経由で提出した前述の国家介入要請動議に，ヴァーグナーも共同署名

してくれることを期待していた３０）（同年10月９日付のマイヤー宛の書簡）。

これに先立ち，ヴァーグナーは同年の夏にはヤゲッツォに直接赴いて，地

代論を中心に面談・議論しており３１），ロートベルトゥスの死後は，故人の，

とくに経済理論における，「科学的社会主義の純粋経済学的側面」での「先

駆性」と「独創性」とをきわめて高く評価して，遺稿や書簡の発掘・整理

・出版を先導したのであった。しかしそのヴァーグナーにしても，後にみ

るように，ロートベルトゥスにおける経済・社会政策的国家干渉の側面は

積極的に継承しつつ，他面の，目標としての「社会主義」（正確には「共

産主義」）からは，みずからを厳しく遮断しつづけたのである。

　ロートべルトゥスが，労働を経済財における唯一の本源的費用とみなす

労働価値論を展開し，国民所得の分配問題から，レンテ（地代と利潤）の

発生を，経済（分業にもとづく生産性）と法制（土地と資本の私有制）と

の総合帰結として，すなわち他人の労働生産物の奪取として，本格的に論

じたのは，1842年の『われわれの国家経済的状態の認識について』，並び

に50年代初めのフォン・キルヒマン宛の一連の『社会書簡』においてで

ある。ことに前者は，「国民所得NationalーEinkommenに対して労働階

級の有している分け前を高める」32）という「主要目標」に向けて，「一切の

経済財は労働を，そして労働だけを要する」（第１命題），から始まる労働

価値論（すなわち，使用価値視点を排除した交換価値視点，価値の源泉・

尺度としての労働，労働者の生計費としての賃金額，賃金基金説への批判，

労働者の生計費を超える部分である「不労所得」としてのレンテ，といっ

た一連の諸論点）を展開した。したがって，レンテの成立を保証するもの

は，第１に，賃金コストおよび生産用具の損耗費以上の労働生産物を生み
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出す高い生産性，第２に，「不労所得」の確保を保証する生産手段（土地

と資本）の私有制という法制度，の二つであるとされ，労働階級の「分け

前」を高めるための生産秩序モデルとして，ロートべルトゥスは，生産手

段が社会化された社会，「国家によってあらかじめ立案された一般的な必

要予算」33）に従った生産管理システムと，労働を所得分配の基準にするた

めの労働貨幣（国家の交付する労働証明書）とを構想した。それは，労働

価値論とレンテ論に由来する，論理的に構想されたオールタナティヴの提

示にほかならない。

　　ヴァーグナーが，「ラッサール，マルクスおよびエンゲルス」に対す

るロートベルトゥスの「先行性」・「独創性」を強調したのは，とくに本書

　『国家経済的状態の認識』についてであった３４）。それはヴァーグナーの確

信であったし，ロートベルトゥス自身も，ヴァーグナーに宛てた1872年

７月８日付の書簡で，「わたくしが，最初の比較的大部の著書を出版した

1842年以来，同じ考えを一社会問題についても一変わらず追求して

いること，そして，ほかの人々，たとえばマルクスは，わたくしが以前に

出版していたたくさんのことを［あとから］思いついたのだということを，

あなたはおわかりでしょう」３５），と述べていたのである。ヴァーグナーは，

　「ロートベルトゥス論」において，本書の意図について，「わたくし［口

－トベルトゥス］は，労働者に国民所得のより大きな分け前を確保するこ

とによって，同時に，周期的な激しい工業恐慌を除去したいと思う。恐慌

は，ただ生産力に対する購買力の不均衡によるにすぎず，セーやリカード

ゥが言うように購買力の不足が生産力の不足であるからなのではないし，

マルサスやシスモンディが言うように生産力が購買力をそれ自体として凌

　　　　　　　　　　　　　　　　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●ぐことになるからなのでもなく，生産力の成果への参与が調整されていな

いがゆえに，購買力が生産力を下回っているからなのである」と，原文

引用で紹介し，つづけて，「近ごろ」ソーントンやブレンターノが試みて

いる「賃金基金説の訂正」も，「ここでロートべルトゥスがすでに35年前
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に行っている」と指摘する36）。

　しかしヴァーグナーが本書からとくに学んだのは，「実定法の諸関係」

と「純粋に自然的な諸関係」とを区別する視点であった。「純粋に経済的

な意味での資本と，歴史的・法的な意味での資本との区別が，ここですで

に展開されており，後者の資本は，ラッサールより20年先に，歴史的範

躊として，すでにここに姿を現している。」37）つまりロートべルトゥスが，

　「現存する国民経済制度への批判」や「分配問題並びに不可避的な改革目

標にかんする見解」を展開できたのも，結局，自然的・経済的部面と歴史

的・法制的部面とを区別する観点を保持していたからなのだと，ヴァーグ

ナーはとらえる。「国民経済，並びに国民経済学における根本諸概念にお

ける，『純粋に経済的な』根本諸関係と『歴史的・法的な』それとの区別，

分業的国民経済における，今日の『自由に任された通商』のもとでの生産

高の分配にかんする教義と，土地と資本の私有という法制度によるこの分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●配の制御にかんする教義」，要するに，「国民経済と法と両者の関係とにか

●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●んする重大な理論的根本諸問題」38）に取り組んだことが，ロートベルトゥ

スの最大の功績なのである，と。

　この点でヴァーグナーがロートべルトゥスを，「科学的社会主義の純粋

経済学的側面の最も傑出した理論家」39）と評価したということの意味は，

二面的である。すなわち一面では，ロートべルトゥスは自然的・経済的要

素（価値の源泉としての労働と生産力の上昇）と歴史的・法的要素（生産

手段の私有制）との複合結果として「不労所得」を導出し，これに対して

労働のみを分配基準とする社会主義社会を，生産手段の社会化による「不

労所得」の廃絶の方向に，たしかに科学的・論理的に展望したのであった。

しかし他面で，そうして純粋経済理論上で導出された社会主義的帰結は，

一つの論理的モデルであったから，歴史の現実における私有財産制という

法制度を，実際に生産手段の社会化の方向に変革するか否かは，人為的選

択の領域に属するものとみなされうるであろう。自然的・経済的要素と歴
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史的・法的要素との区別は，人為的改革に大きな可能性を開くと同時に，

社会主義への道を必然視させないことにもつながる。ロートべルトゥス自

身は，社会主義（共産主義）を，人類の進歩の遠い将来における必然とみ

なしていたにもかかわらず，それが結局個人的な構想と信念にとどまった

のは，労働者階級を歴史の変革主体とはついにみなさず，国民所得の新た

な分配に与るべき受動的対象としてしか位置づけることができなかったか

らである。このとき，社会主義的分配を管理し執行する主体は，国家以外

にはありえず，「今日の私的企業家」に代わるのは「社会の官吏」１０）なの

であった。この意味において，ロートベルトゥスはまさしく国家社会主義

の開拓者であった。しかし，経済と法との区別が，法制度による経済秩序

の修正という方向をとる場合，資本主義経済体制の枠の中での国家による

社会改良に帰着するであろう。ヴァーグナーは，前掲の主箸初版本全体の

半分近くを，もっぱら資本と土地の私有制度の検討に割き，現状への社会

主義的批判が，立法による経済諸関係の「変更可能性」を示唆した点を大

いに評価したうえで，特定地の公有化は是認しつつも，資本については，

資本家利潤を国民所得の形成・増大にとって不可欠の根源ととらえて資本

則経済秩序を「正当化」し，［私的資本の諸権利の制限］（修正と改良）に

　「実行可能な」活路を求めたのである１１）。

　しかし当のロートべルトゥス自身も，社会主義（共産主義）の未来構想

と並んで，国家主導型の体制内社会改良の現実路線をも説いていた。すで

に触れた1875年の社会政策学会に提出した国家干渉要請動議は，この側

面の表出例である。「国家社会主義」という術語を，体制内国家介入とし

て，固有の意味で正面切って用い，その正当性を主張したのはヴァーグナ

ーであったが，ロートべルトゥスも，1852年10月28日・29日付のルー

ドルフ・グナイスト宛の未公刊書簡で，「土地と資本の所有制が存在し，

したがって共産主義が存在しない（あるいは，まだ存在していない）かぎ

り，物質的財の不公正な分配を改善するために，国家が介人すべきであ
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る」42）と述べ，この国家介入を，「共産主義」とは区別された「社会主義の

原理」と規定して，資本主義社会における経済・社会政策的国家干渉主義

を（ロートベルトゥス自身の言葉としてはほとんど例外的に）「国家社会

主義」とも呼んでいた。グナイストとの当面の話題は，当時進展をみせて

いたイギリスの公衆衛生行政であったが，ロートべルトゥスは国家介入一

般を原理的に要請する立場から，「国家社会主義という言葉は，これを引

き倒すのではなく，尊重されるようにしなければならない。……わたくし

にとっては，社会主義は法の問題であり法的要請である」４３）と述べる。ま

た，ヴァーグナーがロートべルトゥスの存在を初めて知ったという1858

年の『商業恐慌と土地所有者の抵当窮迫』では，セーの法則を批判して，

恐慌の原因を，生産力の増大に対する購買力の不足（賃金分配分低下法則

による過少消費）ととらえ，当面の資本則生産秩序の枠内での解決策とし

て，キリスト教ヨーロッパ以外の後進地域の植民地開発（文明化）による

外国市場に販路を求める，社会帝国主義的見地を示していた１４）。

　さらに，ヴァーグナーがスミス経済学からの「わが『ダマスクス』」の機

縁と呼んだ『土地所有の信用窮迫の解明と対策について』（全２巻，1868-

69年）は，資本家と労働者とに対抗して土地所有者の利害を代弁した書

であり，まもなく1870年代後半以降，農業危機の進行がとくに土地所有

の抵当債務の増大として問題化した際，自由貿易派に対抗して土地所有を

信用経済の浸透から遮断しようとした保守的農本主義の立場を，本書は先

駆的に明示していた。ロートベルトゥスは，土地所有の債務形態の資本主

義化（変動利子率と土地売買）を批判し，「レンテ［地代］はわれわれの

　『自然的』所得である」１５）と主張（従来の「不労所得」論を棚上げ）して，

政府による土地所有権安定化策を提案した１６）。これにより，ロートベルト

ゥスは地主階級のイデオロークとしてその名を知られるようになる。かれ

はみずから，本書の第１巻をビスマルクに献本し，宰相から礼状をもらう。

また，ヘルマン・ヴァーゲナー，マイヤーらと協力して社会保守主義政党
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を結成するために1872年にロートベルトゥスが書いた綱領案は，第１に，

　「強力な国家権力のみが，乖離的な諸傾向を全体福祉のためにしっかり結

び付けておくことができる」という意味で，「君主制的Monarchisch!」，

第２に，「デンマーク戦争開始以降」に顕著に発現した「プロイセンの国

民政策を，完全に是認する」という意味で，「国民的National!」，第３に，

　「社会問題」,すなわち「自由競争の体制」下で「急激に上昇している国民

生産の成果が，所有と労働とのあいだでますます不均等に分配されてい

る」事態，「この深刻な社会的弊害の治療」に不断に取り組むという意味

で，「社会的Sozial!」（しかし具体的には「労働階級の経済状態の徹底的

調査」の提案のみにとどまった）,の三つの標語で構成されていた１７）。それ

はＨ．ヴァーゲナーとの妥協の産物であり，まもなく「社会問題」自体

へのヴァーゲナーの熱意のなさに失望して，新党運動から離脱したとはい

え，ロートべルトゥスの1860年代後半以降のビスマルクヘの傾斜は，か

れをして，基本的には，「社会主義」構想の面よりも国家主義的な保守的

側面の方を，前面に押し出さしめることになったといってよい。アードル

フ・ヴァーグナーが継承したのは，「自由競争の体制」下に生まれている

　「社会問題」への認識であり，「強力な国家権力」による経済・社会政策

的な国家介入の必要性の視点であり，そして何よりも「純粋に経済的な」

問題と「歴史的・法的な」問題との区別にもとづいた，法制度による経済

秩序の修正という観点であった。ヴァーグナーにとっても，国家社会主義

は「法の問題であり法的要請」となるであろう。

4.福祉目的国家論の定礎

　こうして，ロートベルトゥスの死の翌年に，初めに掲げたヴァーグナー

の主著の初版本が出版される。本文722ページの本書は，ヴァーグナーの

政治経済学体系における基礎理論篇に相当し，ラウの『政治経済学教科書』

第１巻の新訂版という体裁をとりながら，構成・内容とも一新されて，経
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済と法との区別の観点で貫かれており，

　1.「基本諸概念」（人間の経済的性質，財，財産，富，資本，価値，価

　　　格など），

　2.「基本諸概念，つづき，とくに経済と国民経済」（個人経済・国民経

　　　済・世界経済，信用，収入・支出，国民所得，生計と必要水準，国

　　　民所得の不公正な分配とその修正，国民経済における交流諸形態な

　　　ど），

　3.「国民経済の組織」（私経済と自由競争，共同的必要，慈善，共同経

　　　済など），

　4.「国家，国民経済的にみた」（国家一般，国家の目的と給付，財政，

　　　国家活動膨張の法則，予防原理など），

　5.「一般的な経済的交流法」（①個人における不自由と自由，平等，社

　　　会的自由権：婚姻権・移動権・国外移住権など，②所有権，その根

　　　拠づけと批判，私的資本，私的土地所有権，その史的発展，土地私

　　　有権の不可欠性，強制収用など），

以上の５つの章からなる。とくに，「国民経済の組織」の分類から「強制

的共同経済Zwangsgemeinwirthschaｆｔ」として国家を導出し（第３章），

国家の目的と給付を中心に国家の諸機能を論じたうえで（第４章），あら

ためて経済秩序全体の基盤をなすものとして経済社会法の基礎構造を431

ページにわたって論究している（第５章）点は，ヴァーグナーに独白のも

のである。しかし本書の構成論理をやや立ち入って検討すれば，さらにつ

ぎのようないくつかの基本的な特徴が明らかになる（以下，本書の当該ペ

ージは文中に括弧内で示す）。

　まず第１に，ラウが財の分類から筆をおこしたのに対して，本書の出発

点は，外界に対する人間の「欲求Bedurfnisse」，あるいはF. B. W. V.

ヘルマン（1795-1868）のいう「欠乏の感情」である(S.3f.)。ここから「欲

求充足」への「衝動」と「労働」が導出される。ところでBedxirfnisse

　　　　　　　　　　　　　　　－183－



は「欲求」の対象としての「必要物」をも意味する。第２章では，国民所

得の分配の問題を取り扱う際の前提に置かれた「生計」論において，物質

･非物質（制度や精神）の両面で「生存欲求［ないし生存必要物］Existenz-

bediirfnisse」（人間の生存に絶対不可欠な第１級のものと，国民の風習や

生活基準に依存している第２級のもの）と，人間の「より洗練された生活

享受」や精神面でのいっそうの発展に役立つ「文化的欲求［ないし文化的

必要物］Culturbediirfnisse」とが区別され，とくに後者の「必要水準」

の形成・発展が，「人間の発達の目標とみなされねばならない」とされる

(S.119-121)。この点，前者のうちの第１級のものは「すべての国民」が

充足される必要があり，そのためには，場合によっては救貧税や人口規制

など，「所得の不平等の絶対的制限」や「私有権への介入」も容認され，

一方，その他の必要物の充足の範囲は，国民所得の大きさとその分配のあ

り方に依存していると述べる(S.121-126)。そして，これらの「必要水

準」の歴史的相対性と，所得の不平等が「文化的欲求」発展の前提条件を

なした点とが指摘されつつ，所得の不平等を修正するための国家介入の必

要性が展望される。

　さらに第３章では，「私経済」・「慈善」と並ぶ，第３の国民経済組織と

された「共同経済」，とりわけ国家，ゲマインデなどの「強制的共同経済」

を，カテゴリカルに定立するに際して，「人間の社会的本質，あるいは人

間的な共同生活に由来する」ところの「共同的必要物Gemeinbediirfnisse」

の概念が，決定的な役割を演じることになる。すなわち，「共同的必要物」

とは，「個人的必要物」に対する概念であり，国民経済をたんに個々の家

計の集合とみる「個人主義的・原子論的な見方」ではとらえられない「真

に人間的な，あるいはもっぱら人間にのみ固有の必要物」とされ，これは

　「物質的な個人的必要物の充足」に向けられた「私経済制度」や，「ある

種特有の人的サービスの必要の充足」のための「慈善的制度」とは異なる，

「共同的経済制度」を必然化させる(S.207)。この「共同的必要物」のう
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ちの「最重要の」ものが，「国民経済の社会的諸条件」としての「法秩序」

全般である。さらに「共同的必要物」は３種に分けられ，（1）人間と土地と

の関係にかかわる「空間的」必要物（住宅・道路・都市・ゲマインデ・郡

・州・国家などや，防災・保険・度量衡・貨幣・信用・銀行・通信・運輸

・保健衛生・教育・宗教・娯楽・大都市のガス・水道など），（２）国民の年

齢階層と世代にかんする「時間的」必要物（児童・未成年者のための工場

立法・就学強制，高齢者・障害者・寡婦への年金制度，将来世代の利益の

確保のための林野・鉱山・狩猟・漁業・農業の諸分野での天然資源の保

全），（3）各種社会団体・利益集団にかかわる「社会的」必要物（宗教団体

・実業的教育訓練団体・社交団体などの自治権）から構成される(S.207

-214)。

　その場合，とくにわれわれの関心をひくのは，（1）については，ヴァーグ

ナーが，「一般的利益に対立する土地の私有権の排除」という観点を，ロ

ーレンツ・シュタインの行政学体系から吸収している点(S.209Anm.),

並びに，「共同的必要の充足のための財（共有財Gemeingiiter)」という，

公共財的概念を提示している点(S.210)である。また，（2）については，

　「私経済制度」はもっぱら「現在生きている者」や「現時点での土地の私

有者」の必要性しか考慮せず，「土地の天然資源の経済化」を帰結するも

のだと批判し，将来世代への資源の保全をすでに展望している点(S.212)

であり，これは，既述のように土地所有の債務形態の資本主義化を批

判したロートべルトゥスの農本主義的観点との接続性を，われわれに推定

させる。さらに，（3）においては，ヴァーグナーは,各種利益団体の「社会

的な共同的必要物」の発想を，ローベルト・フォン・モールの「社会的な

諸生活圏gesellschaftlicheLebenskreiseの理論」から示唆を受けたと明

記していた(S.212 Anm.)。そして，労働と生活の両面にかかわる空間的

・時間的（ライフサイクル的）・社会集団的の３種の，こうした多岐にわた

る広義の基礎的な公共福祉諸制度は，「私経済」や「慈善」の制度ではほ
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とんど対応できないため，［共同経済］が固有に重要な経済組織として立

ち現れる。とりわけ「自由競争の制度」が，「才能ある者」，利己的で「非

良心的な要素」および「大経営」の勝利と，「弱者schwachere」として

の国民大多数，という「諸弊害」を，生産上の「諸長所」とともに不可避

的に帰結するいじょう，「私経済制度」は「修正Correctur」と「補完Ｅｒ一

節nzung」とを「求める」のであり，「それらは，とくに共同経済制度に

よってなされねばならない」，と(S.197-206)。この場合，「国民経済の

組織」という発想，とりわけ「共同経済」の概念を，ヴァーグナーは，と

くにアルべルト・シェフレ（1831-1903）の著書DasgesellschaftlicheSy-

stem der menschlichen Wirthschaft,Tubingen 1867. から学んでいた

(S.156 Anm.）。

　第２に，既述のようにロートべルトゥスから継承した，経済と法，ある

いは自然と歴史を区別する観点は，第１章で，財産・富・資本などの各概

念を，経済的範躊・歴史法制度的範疇の両面からとらえる点に，まず示さ

れている。しかし，ロートベルトゥスが経済を法制度から区別することに

よって純粋経済論的に定立した労働価値論の方は，継承されない。本書で

は，「経済」は人間の「欲求充足」に向けられた「労働活動」（それは最小

犠牲・最大充足の原理に従うとされる）の「総体」として把握されるから

(S.4-6),人間にとっての必要物の充足が本書を貫く主題となる。その結

果，価値論においては，財の「有用性」が，したがって「使用価値」とそ

の分類が中心論点となり，「交換価値」とは，その財を欲している他者に

とっての使用価値，すなわち「間接的な（『延期された』）使用価値」とと

らえられるにとどまる(S.46f.)。したがって価値の源泉も問われないか

ら，労働価値論も賃労働の範疇性も出てこない。人間労働を要する「経済

財」の概念自体が，国家や公共的諸制度をも含むものとして把握される

(S.16,45)。

　　「使用価値」視点が前面に出る結果，基本的問題は，欲求の対象（必要
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物）並びに欲求充足の方法の分類に帰着する。欲求の対象にはもともと制

約がないから，こうした分類と相互の関係づけとが本書を貫く発想となる。

その場合に活用されるのが，経済と法制度との区別の観点であり，「経済」

なるものは当初から法制度を不可欠の前提として内に含んでいるととらえ

られる。したがって，「国民経済」は「純然たる自然的形成物」ではなく，

　●　●　●　●　●　　　　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　　　●　●　●　　　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
「人工の産物」，「人間によって人工的に，意図的・計画的に造られた組織

体」であり，それは「私経済」・「共同経済」・「慈善」の３制度の「組み合

せ」なのであるし(S.161-171),「私経済制度」自体にも，「競争」以外

に「風習，法，などがともに作用を及ぼしている」とされる(S.172 Anm.)。

「私経済」自体が，すでに，交換や交易の当事者双方を規制する「法的土

台Rechtsbasis」を「不可欠の前提条件として有している」のであった

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
(S.174f.)。同様に，「国民所得の分配」は，「当該国民における特定の法

●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　　　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　　　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
制度並びに特定の道義・風習の状態にもとづいた，相対立した諸利害の闘

争の結果」であり，この「結果」は，まずは「道義の向上と，より良き，

より品位ある国民の風習」によって，次いで，広義の通商法にかんする国

家の法規制，租税政策，強制的共同経済の直接的介入，総じて国家の法的

「強制」によって「影響を受ける」ものとされた(S.126f.)。いいかえれ

ば，とくに国家の法制度が，「私経済」的活動に対する基礎前提形成的な

規制者としてとらえられるのである。

　こうして，第１の「欲求」ないし「必要物」の論理と，第２の「欲求充

足」のための外的規制者の観点とを前提として，第３に，「私経済制度」の

限界づけと，「共同的必要物」に対応する「共同経済制度」の不可欠性へ

の展望の上に立って，「国家」が，「強制的共同経済の最高形態」として，

すなわち,生産過程においては自然,労働,資本と並ぶ「生産要素の１つ」

として，分配過程においては「分配調整者」として，本格的に登場する

(S.247)。個別経済の諸領域に対する国家の「強制的な権威ある介入」は，

「国家による社会の克服」，あるいは「諸個人の経済的自己利益を人間的全
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●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
体の諸目的に屈服させること」(S.231)と理解され，その方法は,広義の

通商法制,租税政策,経済的諸給付などを含む，「法的保護Rechtsschutz」

および「諸給付Leistungen」に求められる。それらの特徴は，非物質的

で，経済的価値評価が困難であり，売買の対象になりにくいにもかかわら

ず，国民経済にとって基礎的に重要である点である。これらのものは，全

　　　　　　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●体として，「人間の社会的共同生活の必要不可欠な諸条件」をなすもので

あった(S.236)。

　そこで，個別経済領域に対して国家が基礎前提形式的に「強制的な権威

ある介入」を行う必要性がすでに把握されたから，第４に，「強制的共同

経済」としての国家の，「本来的・有機的な目的」が，あらためて問いな

おされる。これは，上述の「共同的必要物」あるいは「人間の社会的共同

生活の必要不可欠の諸条件」の分類の問題に対する，国家の側からの対応

の問題にほかならない。すなわち，ヴァーグナーは，「一切の共同的必要

物の第一のもの」である，国内・対外両面での「法秩序」の確保を，国家

の「法目的Rechtszweck」ないし「権力目的Machtzweck」ととらえ，

一方，「とくに空間的・時間的並びに社会的な共同的必要が生じるかぎり

において，国家構成員が生活諸課題や肉体的・経済的・道徳的・精神的・

宗教的諸利益を追求するのを助成すること」を，国家の「文化・福祉目的

Cultur- und Wohlfahrtszweck」と総括した(S.253-256)。前者の目的

の実現が，後者の目的を達成するための前提をなすが，「進歩しつつある

諸国民の国家，とりわけ現代の国家は，もっぱらできるだけ法・権力目的

の実現だけをはかるという意味での法治国家Rechtsstaatであることを

ますますやめており，まさに文化・福祉目的の領域での諸給付が絶えずま

すます拡大して，いっそう豊富かつ多様な内容を獲得するという意味にお

いて，ますます文化・福祉国家Cultur- und Wohlfahrtsstaatになって

いる」(S.257),と。その場合，「（広義の）内務行政の大領域」は，1.狭

義の内務行政（官庁統計，公衆衛生，救貧制度など), 2.狭義の国民経済
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行政（度量衡・貨幣・銀行・保険・通信・運輸などの流通制度，農・工・

商業の助成), 3.教育・文化行政，の３種類にひとまず区分されたが，「法

目的」活動も含めて，全体として国家活動が「外延的」にも「内包的」に

も絶えず拡大してゆく傾向にあることが，経済諸関係の複雑化に付随する

紛争の増加，学校・電信・鉄道・郵便・都市交通・ガス・水道などの諸分

野や国家の独占的事業，公務サービス労働などの事例に即して明示され

る。この拡大傾向は，「国家活動膨張の法則Gesetz der wachsenden Aus-

dehnung der Staatsthatigkeiten」，あるいは国家活動の実行手段として

の「財政」の側からいえば，「国家需要拡大の法則Gesetz des wachsen-

den　Staatsbedarfs」としてとらえられたものである(S.262f.)。たしか

に「ヨーロッパ文明の近代的文化国家の目標」が，国家は「自主的な個人

の発展のための一般的諸条件だけ」を整え，もって「個人の『能力と教養

の個性』を維持すること」に向けられているとされ（この点，ヴァーグナ

ーは正当に, W. V.フンボルトおよびJ.S.ミルを想起している。 S.256

Anm.) ,「文化・福祉目的」の分野では，「私経済」・「共同経済」・「慈善」

の３制度の「正しい組み合せ」が重要問題であると指摘される(S.267)。

しかしそれにもかかわらず，とくに「共同的必要物」の国家による充足が

ますます増えてゆかざるをえないのであり，「文化・福祉目的を実現する

ための国家（およびゲマインデ）の活動の増大は，物質的・個人的必要物

に該当するものの充足を，ますます頻繁に共同経済的方法で果たすように

　　　　　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●な」り，「国民経済全体の共産主義的性格の増大」が生じることになるの

であった(S.260-262)。

　このような，人間の「欲求充足」活動の総体としての「経済」の中で，

国家に代表される「強制的共同経済」が果たしている活動機能の問題を，

ヴァーグナーは，国民経済における「強制の原理的根拠の問題」と呼んで，

政治経済学の基礎理論篇たる本書の，事実上の中心論点に据えた。その場

合，一方で，ドイツの旧福祉国家における広範な「ポリツァイ活動」の功
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罪，他方で，フィジオクラシー一スミスーカントの線で理解された国家活

動限定論の一面性，この両面が明瞭に意識されていたことが，とくに注目

される。ヴァーグナーにしたがえば，「強制」の原理問題は，「国民経済に

●　●　●　　　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　　　●　●　●　●　●　●　●　●おける，また国民経済のための，国家の正しい機能の問題」，並びに「こ

の領域での国家活動の限界の問題」にかかわるものであって，経済政策も

含めて経済学全体にとって重要課題であるにもかかわらず，「フィジオク

ラット的・スミス的方向の近時の国民経済学」においても，これと「並行

して」進展している「カントの法一国家哲学の影響下にある近時の行政

学」においても，「強制」の原理論が「ほとんどまったく欠如している。」

　「強制原理」および国家活動の「限界」について論じている文献は，「ポ

リツァイ学」ないしは「内務行政学」にかんするものである。しかしこの

点，「いわゆる福祉国家理論あるいはヴォルフの法哲学の，旧ポリツァイ

学は，この哲学の性質並びに，啓蒙専制主義の時代の重商主義理論と国家

実務との性質に照応して，まさに福祉・文化関連事項においてもあまりに

も全般的に強制に頼りすぎ，個人の道徳や信仰の諸目的のためにさえ強制

に頼ったのであり，その結果，当然のことながらｰしかし正当に，とい

うわけではなくｰ,内務行政・国民経済行政における『ポリツァイ活動』

の評判を，理論的にも実践的にも悪くすることになった。 Chr. ヴォルフ

とその時代の法哲学およびポリツァイ学によって承認され要求されもした

ところの，国家活動と強制との際限のない膨張，これに対する反動は，‥

…国民経済学分野でのフィジオクラットたちとＡ．スミス，政治学分野

でのカントの法哲学によるものであった。しかしこの反動は，あまりにも

ゆきすぎた。国家活動の，特殊には強制の，限界の研究がいかに正当であ

ったにせよ，……国家の法的保護の目的のみを強調することはいかにも一

面的であったし，内務行政・国民経済行政の内容全体をもともと見捨てる

のは，いかにも問題のあることであった。それは福祉国家理論に対する紛

れもない反動であって，この反動は，理論的にも実践的にも大いに有害な

　　　　　　　　　　　　　　　― 190 ―



影響を及ぼした。フィジオクラットおよびスミスの経済学とカントの法哲

学は，この点で一つになって，重商主義と政治的幸福主義の場合とは逆の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　●　●　●　●　●　●　●　　　●　●　●　●　　　●意味での一面性に帰着した。その結果，国民経済においても強制原理が不

可欠であることを把握する目が，失われた。」政治経済学にとっての「任

務」は，「近時の有機的・歴史的国家観にもとづいた内務行政学において

果たされるべきもの，Ｌ.シュタインが実にR. V.モールにも対抗して，

その行政学の体系において大がかりに奨励したものと，本質的には同じも

のである。シュタインが内務行政学にとっての任務を定式化しているよう

に，行政の内容は，福祉国家の理論から引き出されるべきなのである」

(S.230 Anm.) ,と。

　こうしてヴァーグナーは，18世紀啓蒙絶対主義下に形成されたドイツ

の旧福祉国家における，広範な内務行政実践とそれを支えた「ポリツァイ

学」との伝統に対する，したがってまた，その対極としてスミスとカント

に代表させられた，その後の法目的単一国家論の重大な眼界に対する，明

確な自覚のもとで，国民経済学における国家論の定立を試みたのであった。

この場合，ヴァーグナーの関心が内務行政学にあったことは明白であるが，

それも「カントの法一国家哲学の影響下にある近時の行政学」ではなく，

　「近時の有機的・歴史的国家観にもとづいた内務行政学」であったこと，

したがってヴァーグナーの方法的意識においては，市民的個人主義に立脚

していたモールよりも，近代的な労資間対立に対する超階級的君主制国家

の行政的介入を唱道したシュタインの方が，いっそう親和的に感じられて

いたと推定できることは，留意されてよい。しかもなおその上で，本来，

モールとシュタインは，旧「ポリツァイ学」を中核とする18世紀的なド

イツ国家学を，19世紀の市民社会的・階級社会的状況下に延命・蘇生さ

せるべく，理論と実践における支配的な自由主義的基本動向のなかで，経

済社会の資本主義的発展に伴って実際には絶えず拡大をとげる広義の福祉

政策的な国家行政需要の問題に，一種例外的に正面から取り組んだ，二大
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先駆者にほかならなかった。ヴァーグナーの本書は，こうした国家行政需

要の拡大動向に対する，国民経済学の側からの，事実上最初の本格的な対

応の試みであったと目されよう。

　とくに国家目的論に即していえば，モールの出発点に置かれていた新人

文主義的な個人主義的「生活目的」が，ヴァーグナーにおいては人間の

　「欲求充足」一般として自然主義的に経済学化され，モールの場合の理性

主義的な「人格性」（個人の能力の「自主的な開展」）論は影をひそめて，

　「欲求充足」の方法論が，国家を基礎的秩序形成者として含む諸経済主体

の側から，体系的に展開されたのであった。その場合，国家の福祉目的的

活動は，モールのいうたんなる諸個人にとっての「障害物の除去」にはと

どまらない。「個人的必要物」やそれを充足する個人主義的「私経済制度」

自体が，いまやすでに，「共有財」を含む「共同的必要物」とその「共同

経済的」・国家的な供給とを前提とせざるをえないのだという認識，今日

の視点からいえば，労働と生活の社会化されつつある状況への，いち早い

認識，これは，新時代のヴァーグナーに独白のものであった。この認識の

ゆえに，かれは土地私有制を絶対視せずに大都市，不在地主の大農地，鉱

山，森林地，交通路など特定地の公有化を是認した(S.566f.)。こうした

新見地を生み出したものは，「強制」の原理論へのヴァーグナーの志向で

あったが，急速な資本主義化のもとでの「国民経済全体の共産主義的性格

の増大」に止目し，これを国家社会主義的に推進しようとした人物が，社

会保守主義の一翼を有力に担ったという，後進国におけるあのパラドクシ

カルな問題状況に，われわれはここで直面するのである。

5.結収

　さて，以上の概観から明らかなように，ヴァーグナーの政治経済学原理

の全体構成と，そこでの国家論の定立とに対して，いくつかの思想史的連

関要因が作用を及ぼしていたと考えられる。
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　まず第１は，ロートベルトゥスの，経済と法制度との区別の観点，法制

度による経済の秩序づけとしての経済・社会政策的国家介入の視点であり，

それはラウ的な自由競争経済秩序における基本的調和像を解体するのに貢

献した。しかしその近代的国家介入を，ヴァーグナーは何よりも内務行政

の拡大として把握し，その理論的基底を，国家目的論とともに，旧福祉国

家（臣民の「平和と福祉」，すなわち法目的と福祉目的）と「ポリツァイ

学」の伝統の中に，自覚的に置いたのであった。したがって，第２に，旧

国家学の伝統に忠実であったモールとシュタインの行政学体系が，ヴァー

グナーにおいて通奏低音のごとく一貫して響き流れている。この点，とく

にモールは，ハイデルベルク時代の学生ヴァーグナーの教師であったこと

が再び想起されるべきであって，はるかその40年後の上述のベルリン大

学学長就任講演で，ヴァーグナーは，ドイツの経済学の「社会的ないし社

会政策的方向」への旋回を回顧して，つぎのようにモールをなお追慕した

のである。すなわち，社会問題研究の先駆者として，「ドイツにおいては，

わたくしは，とくにローべルト・フォン・モールのことを想起したい。わ

たくしの個人的な先生方のなかで，かれは，わたくしにとってきわめて有

益な刺激を大学の講義の中で与えてくれた人物であったことを，ここで尊

崇と感謝の念をもってとくに強調しておきたい」１８），と。

　第３に，ヴァーグナーが，法目的と福祉目的との両面で広範に法制度的

に活動する近現代的国家を，「私経済」に対する「共同経済」制度として

とらえ，経済学原理の中に国家論を取り入れる一つの契機をつくることに

なったのは，若きシェフレの前掲著書であった。のちにヴァーグナーは，

４歳年長であったシェフレの70歳を記念して，自著『財政学』第４部の

第２巻（1901年）に，かれへの献呈の辞をとくに掲げ，序文のなかでつ

ぎのように述べている。すなわち，シェフレは若千年長であるにすぎない

が，「わたくしにとっては強い意味で『先生』であり模範であって，わた

くしは他のどの方面からよりも，かれから，-そしてかれ以外としては，。
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ほかにはＫ.ロートベルトゥスとR. V.モールとをあげうるのみであるが

一多くの深遠な，思うにわたくしの学同上の生涯においても有益であっ

た刺激を受けたことは間違いない」49），
４と。

1871年にオーストリアの商務

大臣を務め，ビスマルクとも親交をもつことになる，ヴュルテムべルク出

身のこの特異な現実主義的社公経済学者については，別途検討しなければ

ならない。

　しかし，なおも最後に，以上のような，ヴァーグナーにおける国家干渉

主義の形成に基礎的に作用した諸要因にもかかわらず，すでにみたように，

その経済学上の主著が，人間の「欲求」ないし「必要」とその「充足」と

いう自然科学的な概念と原理から出発し，またその原理で論理的に貫かれ

てもいるという点が，あらためて留意されるべきであろう。この基本的観

点は，ヘルマンヘの言及とともに，1892年の最終第３版(Grundlegung)

まで一貫して保持されたのであって，この点は，学生時代に法学を修めた

うえで貨幣論・統計学の研究者として出発したヴァーグナーの，学問的性

格ないし方法的発想にかかわっている。ヘルマンは，ヴァーグナーの同郷

エアランゲンで，ギムナジウムの数学教師から大学の官房学の講師とな

り，1827年にミュンヘン大学に転じてのち，アダム・スミスの経済学の

ドイツでの定着と修正に，とくに価格理論面から独白に貢献した。ヴァー

グナーは，たしかにスミスーラウ的な経済調和観からは明確に一線を画し

つつ，その学問的方法においては，たとえば歴史研究を本領としたシュモ

ラーの場合とは明らかに異なり，理論的・演繹的手法に立っていた。上述

のように，ラウの『財政学』の後半部の改訂を棚上げし，一般理論部分の

新訂作業からやりなおしたのも，政治経済学全体の基本原理が不可欠だと

痛感したからであった。同様に，1877年10月の社会政策学会ベルリン大

会で，自由派のアードルフ・ヘルトと激しく対立して孤立を深めたのも，

ヴァーグナーが学会の無原則的な自由主義化と微温的な親睦団体化とに抗

　　　　　　　　　　　　　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●して，学会の「任務」を，「原理的な諸根拠から特定の原理的な諸目標の
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●　●　●　●　●　●　●　●　●　　　　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　　●　●　●　●　●　●　●　●　●
ために発言すること」，「理念の中に目標を捜し求め,理想を設計すること」，

-

　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　「科学的な方法で立法のための目標点を与えること」50）に置き，学会と学

問とにおける基本原理と政治的実践性との重要性を，孤軍奮闘，激しく主

張したからであった。ヴァーグナーは本書においても原理と論理を重視し，

人間の「欲求」原理と「必要充足」原理，その「必要充足」に向けた国家

の「目的」,そして国家活動膨張の「法則」を語ったのであり，そこでは

　「必要充足」方法の類型論に対応する形で，経済組織と国家活動の機能主

義的分類が一貫した主題となった。一方，歴史主義とプラグマティックな

経験主義に立ったシュモラーは，理想や目標や目的から法則を演繹する態

度をきらった。

　この点で，既述のシェーンべルク編集の『政治経済学辞典』（1882年）

をめぐる両者の対立は象徴的である。政治経済学を「社会」にかんする新

しい学問（「社会科学」）に変えようと企図していたシュモラーは,この『辞

典』をラウの焼き直し（「将来の，というよりむしろ過去のドイツの学問

の映像」５１））と酷評したが，『辞典』の分担執筆者の一人ヴァーグナーは，

これに反撃を加え，「シュモラーの場合に常に紛れ込んでいる，経済史と

経済理論との同一視」を，「学問の体系論・方法論における論理Logikの

諸要請に対する違反」５２）とみなして批判した。それは，両者の間の「根の

深い方法論上の差異」５３）に対するヴァーグナーの自己意識の表明であり，

シュモラーとカール・メンガーの方法論争の前哨戦にほかならなかった５１）。

ヴァーグナーにとっては，「多義的で曖昧な『社会』の概念」55）から出発し

ようとするシュモラーの新思考は，学問体系としての政治経済学に混乱と

危機をもたらすものと映った。一般理論と特殊実践論との伝統的区分を重

視したヴァーグナーは，ラウにおける国民経済学（理論）・国民経済政策

・財政学の三分割法を継承しており５６），これを，ロートべルトゥスの経済

　（理論）と法制度（政策および歴史）との区別によって補完し，かえって

補強したのであった。
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　こうしてヴァーグナーは，法制度とその歴史に常に強い関心を持ちつづ

けていたにもかかわらず，方法論的次元においては，基本的には機能主義

的・没「歴史主義」的に,依然としてラウの弟子であった。その結果,1880

年代には「シュモラー主義者Schmollerianerとヴァーグナー主義者

Wagnerianer」（カール・ディール）の方法論上の対抗関係が明瞭になる

に至る５７）。ヴァーグナーにおける「必要充足」原理は，たしかに「共同的」

充足としての国家干渉の必要性と必然性を合理的に説明した。しかし同時

に，この無色透明の原理は，「人間の経済的性質」という普遍性に連なる

反面で，近現代的国家干渉の資本主義的固有性の所在という，まさに最も

基本的な歴史問題への解答を，絶えず迫られることになったというべきで

あろう。そしてこの課題に，「歴史主義」者シュモラーが答ええたか否か

もまた，さらに別個の問題なのである。
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